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今からリベンジ消費が消費データを押し上げる 

 最近、よく話題になるのが、リベンジ消費である。リベンジ消費とは、海外、特に中華圏で使われ

る言葉で、「報復性消費」の訳語のようだ。制限がなくなったので、これまで我慢してきた欲求を一

気に満たそうという願望をもって消費者が行動する。レジャーや遊興の支出は、そうした動機を背景

に、6・7月と大きく盛り返しそうだ。 

 もうひとつ、日本の場合は、１人 10万円の特別定額給付金の効果もある。総務省の発表では、6月

5日時点の支給総額は 3.85兆円、6月 12日では 5.95兆円、6月 19日では 7.73兆円、6月 24日で

は、8.53兆円と給付が本格化している（図表）。総額が 12.73兆円だから、6月 24日時点では 67.2％

の進捗率である。筆者の計算では、

7月 9日頃には総額 12.73兆円のほ

とんどが国民に行き渡ると予想す

る。その給付金をすぐに皆が使って

しまうと仮定すると、6・7月の消費

統計には、給付金による消費刺激効

果が大きく表れることになるだろ

う。 

 その効果は、金額でみて巨大であ

る。2019年 4～6月の名目雇用者報

酬は、75.5兆円(原係数)であった。

12.73兆円は、その 17％に相当す

る。勤労者の 0.5か月分の給与に匹

敵する。そこから支出される金額を

推定すると、給付金の 20％が新たな

消費支出に回ると仮定して、追加的

な消費支出の増加は 2.5兆円になる。年間ベースでは、そのインパクトは実質 GDPの＋0.5％ポイント

でしかないが、四半期の前期比では年率換算で実質民間最終消費支出を＋3.4％ポイントも押し上げ

6月に入って、経済再開が徐々にペースを上げてきた。その様子をみると、コロナ・ショックか

らの立ち直りは、もしかして意外に早いかもしれないと思わせる。果たして、消費回復はこのまま

一本調子で進んでいくのでろうか。目の前にある消費再開の活発化には、1人 10万円の大型給付金

の効果と、これまで抑制された消費活動の反動、という２つのエンジンがある。しかし、これらは

6～8月までは大きな存在感をみせるだろうが、その後は一巡して、雇用・所得環境に見合ったかた

ちに収斂していくと予想される。少し冷静になって、リベンジ消費をみていきたい。 
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る。その効果は、4～6月、7～9月の実質 GDPの前期比を予想外に押し上げる要因になるかもしれな

い。 

 実は、米国では、5月の小売売上高の前月比増加率が 17.7％と事前予想よりも大きく伸びた（4月同

▲14.7％）。ここには、4月上旬から給付された 1人 1,200ドルの給付金の押し上げ効果があったと考

えられる。その印象は、米景気回復が予想以上に速いという観測を強めははずだ。 

 リベンジ消費の果たす役割は、人々を強気に変える効果を持つことだ。日本でも、今後の経済指標

では、それがポジティブ・サプライズを演出するとみている。もともと日本では、悲観的な予想が強

いだけに、事前予想とのギャップは広がりやすいだろう。 

 

抑制されていた遊興・娯楽の再開 

 日本の消費動向は、どうやら 4月後半であった可能性がある。4月 7日に緊急事態宣言が発令され

て、5月 14日、21日に部分解除が行われた。それから 5月 25日に全国で解除される訳だが、それが

最も消費減に効いたのが 4月後半であり、5月はそこから徐々に回復とみられる。そして、6月には給

付金の作用も手伝って、消費回復がより鮮明に表れるだろう。 

 そのときのエンジンには、給付金以外に、抑制されていた消費が制限がなくなって再開する種類の

リベンジ消費の力もある。4月の総務省「家計調査」（2人以上世帯）では、外食の中の飲酒代が前年

比▲90.3％、遊園地入場・乗物代が同▲97.8％、映画・演劇等入場料が同▲92.7％といずれも大きく

支出が減少していた。家計調査における購入頻度を確認すると、100世帯当たりの１年間の購入頻度

は、喫茶が 1,241回と多く、飲酒代が 502回、映画・演劇等入場料が 162回、文化施設入場料が 141

回、ゴルフプレー料金が 139回、パック旅行が 107回、宿泊料が 105回などとなっている。おそら

く、購入頻度が多いものほど、これまで抑制されていた需要が一気に噴出していく可能性が高い。特

に、世代別には若者たちが、こうした遊興・娯楽の支出を 6・7月と一気に回復させようとするだろ

う。それは、モノの消費に例えると、在庫不足に陥った状態から一気に在庫復元のための購入を増や

すようなかたちである。 

 すでに、東京都内では、繁華街にコロナ以前のような人出がみられている。これは、巣籠もりに耐

えられなくなった人達がその反動として消費欲求を満たそうとしているからだろう。新宿などでの感

染再拡大はそうした動機が背景にあるとみられる。 

 

9月くらいまでは押し上げは一巡 

 では、こうした消費盛り返しはどこまで持続するのだろうか。まず、給付金は 1回限りのものであ

る。12.73兆円もの財政支出増は、当面ないだろう。6月中から 7月初の支給が 1回限りの効果とし

て、どこまで続くのかを想像すると、8月くらいまでは増加寄与が目立つと予想される。季節的な消費

変動を確認すると、6月後半に毎年夏のボーナスが支給されて、その効果が 7・8月の消費支出を増加

させる。しかし、9月になると、その効果は一巡してしまう。季節的に、2月、6月、9月の 3つのタ

イミングは消費が低調になることが知られている。やはり、6月中にかけての支給された大型給付金

も、8月までには押し上げ効果が減衰するのではないだろうか。 

 抑制された消費の方も、それほど長続きはしないとみられる。在庫不足になった消費を復元させる

としても、その復元は 1・2か月で終わるだろう。こちらも、8月頃までには一巡してしまいそうだ。 

 そうなると、次に重要なのは、趨勢的な景気の流れになる。特に、企業は、過剰になった雇用・人

件費を削減していく動きを当分の間は続けるので、7～9月以降の新規雇用、残業代・ボーナスは削減
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されていくだろう。まだ、そのインパクトはよくわからないが、決して小さいものではないと予想さ

れる。日銀短観などの年度計画から、今後はそうした調整圧力をつぶさに調べていく必要があるだろ

う。 

 より抽象的に言えば、コロナ後、「戻ってくる需要」、「戻ってこない需要」、「新しい需要」の

３つがある。リベンジ消費は、「戻ってくる需要」と「新しい需要」の２つである。しかし、雇用・

所得減などによる「戻ってこない需要」も相当に大きいはずだ。インバウンド需要もこの「戻ってこ

ない需要」に分類されるだろう。そうした峻別をしながら、様子をみていくことが今後しばらくは重

要になるだろう。 


